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障害者自立支援機器等開発促進事業（シーズ・ニーズマッチング強化事業） 

事業実施スケジュール表 

 

 事業実施内容 

交流会等の開催 交流会開催後のフォローアップ 

４月   
 
 
 

５月   
 
 
 

６月   
 
 
 

７月   
 
 
 

８月   
 
 
 

９月  
 
 
 

 
 
 
 

１０月  
 
 
 

 
 
 
 

１１月  
 
 
 

 
 
 
 

１２月  
 
 
 

 
 
 
 

１月  
 
 
 

 
 
 
 

２月  
 
 
 

 
 
 
 

３月  
 
 
 

 
 
 
 

※ 事業の実施が複数月にわたる場合は、適宜、矢印等を活用するなど記入方法を工夫すること。  
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障害者自立支援機器等開発促進事業（シーズ・ニーズマッチング強化事業） 

役 員 名 簿 

 

役職名 氏 名 職  業 常勤・非常勤の別 役員報酬の有無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

    有 ・ 無 

※ 「役職名」欄には団体の役職名を記入すること。（理事長、会長、代表、理事、取締役、監事、監査役等） 

※ 「役員報酬の有・無」は、いずれかに○を付すこと。 

※ 既存の役員名簿により、この表の記載事項を全て網羅していれば、当該名簿で置き換えても差し支えな 

  い。 
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障害者自立支援機器等開発促進事業（シーズ・ニーズマッチング強化事業） 

団 体 の 概 況 書 

 

団 体 名 ○○○○ ○○○○○○○ 代表者名 ○○○ ○○○○ 

住 所 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○○丁目○○

番地○○号○○ビル○階 

代表電話 ○○－○○○－○○○○ 

団体設立年月日 

〔任意団体設立〕 

平成○○年○○月○○日 

〔平成○○年○○月○○日〕 
職員数 ○○人（うち常勤○○人） 

会 員 数 ○○人 会員資格 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○ 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直近過去５年間 

の 実 績 等 

（活動内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（今回行う事業に関連する活動実績） 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「団体設立年月日」欄には、定款等に記載の設立年月日を記載すること。現在の団体設立以前に任意団 

  体としての活動実績がある場合には、当該任意団体の設立年月日を〔  〕内に記入すること。 

※ 「会員数」及び「会員資格」欄には、会員資格は定款、寄付行為又は規則等に定める内容を記入するこ   

  と。なお、組織上、会員を設けていない場合は記入を要しないこと。  
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新 旧 

○ 工賃向上計画支援事業 （同右） 

 

○ 障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業） （同右） 

 

○ 就労移行等連携調整事業 （同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 工賃向上計画支援事業 （略） 

 

○ 障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業） （略） 

 

○ 就労移行等連携調整事業 （略） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○　不服審査会経費

都道府県名

　

１　不服審査会経費事業計画

 

人

合議体数 合議体

１合議体あたりの委員数 人

回

障害者総合支援法

第97条第１項に基づく

申立件数(見込)
件

児童福祉法

第56条の5の5第1項に基づく

申立件数(見込)
件

報 酬 単価×員数×回数 円

共 済 費 円

賃 金 円

報 償 費 円

旅 費 円

需 用 費 円

消耗品費 (品名)単価×個数 円

燃料費 円

食糧費 円

印刷製本費 単価×冊数 円

役 務 費 円

通信運搬費 円

手数料 円

委 託 料 円

使 用 料 及 び 賃 借 料 円

＊経費については、積算根拠を示すこと。

不服審査会
年間開催回数（見込）

事業計画書（平成   年度）

不服審査会委員総数

申

立

件

数
（

見

込
）

経

費

の

積

算

内

訳

対 象 経 費

支 出 予 定 額 円
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域生活支援拠点等整備推進モデル事業 

 

都道府県・市町村名 

 

 

１．事業実施計画書 

 

基本事業 

①事業名 

 

（具体的な事業名を記入すること。） 

②委託予定法人名 

（委託する場合） 

 

③事業実施予定期間 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで 

④拠点等設置予定日 平成 年 月 日 

⑤拠点等設置箇所数          箇所 

⑥拠点による支援範囲 （市町村全域・圏域内 等） 

 

⑦モデルとしての特徴 

 

 

⑧具体的な事業内容 

 

 

 

 

 
（注） ⑧は、当該欄に記入困難な場合は任意様式で提出することも可。 

また、事業の実施に当たって参考となる資料があれば添付すること。  
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２．所要額内訳書 

 

都道府県・市町村名 

 

 

経費区分 
対象経費の 

支出予定額 
積算内訳 備考                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

（例） 

賃   金 

旅   費 

○ ○ ○ 

○ ○ ○ 

  ・ 

・ 

 

 

円 （単価、員数、回数等を詳細に記入すること。） 

（必要に応じ、内訳を別紙で添付すること。） 

 

合計  
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別紙様式４（同右） 

 
別紙１

１－（１）　市町村総表（直接補助）

区分
対象経費
支出予定額

A

寄付金
その他の
収入予定額

B

差引額
（A-B）
C

基準額
D

国庫補助
基本額
E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付
（一部取消）
申請額
（F-G）
H

備考

地域生活支援事業
費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

（市町村名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種目

地域生活支援事業

市町村（指定都市及び中核市を除く。）については、本表に実施する事業の所要額を記入すること。

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

 
 

 

 

 

 

 

別紙１ １－（２）（同右） 

 

別紙２ 事業計画書（同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式４（略） 

 
別紙１

１－（１）　市町村総表（直接補助）

区分
対象経費
支出予定額

A

寄付金
その他の
収入予定額

B

差引額
（A-B）
C

基準額
D

国庫補助
基本額
E

国庫補助
所要額

（E×補助率）
F

既交付決定額
G

差し引き
追加交付
（一部取消）
申請額
（F-G）
H

備考

地域生活支援事業
費補助金

障害者総合支援事
業費補助金

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金所要額調

合計　（　①　＋　②　）

（市町村名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地域生活支援事業　①

種目

F欄は、千円未満切り捨てとすること。

G欄及びH欄は、交付要綱の８による変更申請のほかは斜線を引くこと。

地域生活支援拠点等整備推進モデル事業　②

市町村（指定都市及び中核市を除く。）については、本表に実施する事業の所要額を記入すること。

D欄には、本通知から得られる基準額を記入すること。

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

 
 

別紙１ １－（２）（略） 

 

別紙２ 事業計画書（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


